
［様式３－３］

別紙２２の(３)　主たる出資者及びその議決権の数

ア　主たる出資者及び議決権の数
	フ　リ　ガ　ナ
	eq \o\ad(\d\fo  52 (),住所)
	eq \o\ad(\d\fo  52 (),職業)
	総議決権に

対する比率
	eq \o\ad(\d\fo  52 (),備考)

	eq \o\ad(\d\fo  73 (),氏名又は名称)
	
	
	
	

	（記載例）

※法人の場合

○○株式会社

○○　○○

（↑代表者氏名）

※個人の場合

○○　○○

	北海道○○市
（↑本店又は主たる事務所の所在地）

北海道○○市
	○○事業

○○(株)
(代)専務（常）


	　　　　
　　　％

　　　　％
	


【記載方法等】
　（１）全体について

・ 総議決権に対する比率が100分の1以上の者について記載すること。
・ 設立中の法人にあっては、上記によるほか、発起人全員について記載すること。
・ 増資その他の理由により将来において、総議決権に対する比率が100分の1以上となる　　　

場合は、それについて併せて記載すること。

（２）「氏名又は名称」欄について

・ 法人にあっては、名称に代表者氏名を付記すること。

　（３）「住所」欄について

・ 都道府県市町村を記載すること。この場合において、法人にあっては本店又は主たる　事務所の所在地を記載すること。
　（４）「職業」欄について
　　 ・ 法人にあっては「何事業」､個人にあっては「何（株）（代）専務（常）」､「雑貨商
　　　店主」のように記載すること。この場合において、法人の代表権を有する役員について
　　　は役名の前に「（代）」の文字を、常勤の役員については役名の後に ｢（常）｣の文字を
　　　付記すること。
　（５）「備考」欄について（次の事項を記載すること。）
ア　出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄付金等の出資の種類
イ　発起人又は発起人代表であるときはその旨
ウ　日本の国籍を有しない人又は外国の法人若しくは団体であるときはその旨

エ　出資の予定のものについてはその旨
イ　外国人等の占める議決権の数　
	フリガナ
	住所
	職業
	総議決権に

対する比率
	当該出資者の議決権を有する外国人等の氏名又は名称
	外国人等が当該出資者に占める議決権の比率
	当該外国人等が申請者に対し間接に占める議決権の比率
	備考

	氏名又は名称
	
	
	
	
	
	
	

	※様式アに準じて記載


	※様式アに準じて記載


	※様式アに準じて記載


	　　　 ％
	
	　

　　％
	　　　　％
	※様式アに準じて記載



	外国人等の直接に占める

議決権のうち1000分の1

未満の比率のものの計
	％
	
	
	
	

	計


	外国人等の直接に占める議決権の比率の計

　　　　％
	
	
	外国人等の間接に占める議決権の比率の計

　　　　％
	

	合　　　計


	外国人等の直接及び間接に占める議決権の比率の合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
	


※「該当なし」の場合もその旨記載して提出すること。

【記載方法等】

（１）全体について

・ 外国人等とは、電波法第5条第1項第1号から第3号までに掲げる者及び同条第4項第3号ロに掲　げる者並びに電波法施行規則第6条の3の2第4項に規定する外国法人等とみなされる法人又は　団体及び同条第5項に規定するそのすべてを間接に占められる議決権の割合とされる議決権を　有し、又は有するものとみなされる法人又は団体をいう。

（２）「氏名又は名称」、「住所」、「職業」の欄について　

・ 様式アに準じて記載すること。

（３）「外国人等の直接に占める議決権のうち1000分の1未満のものの比率のものの計」欄について

・ 外国人等の直接に占める議決権のうち1000分の1未満のものの比率は、合算して記載する      こと。

（４）「外国人等が当該出資者に占める議決権の比率」の欄について

・ 当該出資者が申請者に対し総議決権に対する比率の100分の10以上の議決権を有し、かつ、 

一の外国人等が当該出資者に対し100分の10以上の議決権を有する場合に記載すること。

ア  当該出資者に二以上の外国人等がそれぞれ100分の10以上の議決権を有する場合はそれぞ れの比率を記載すること。

イ　施行規則第6条の3の2第3項に規定する一の外国人等が申請者の議決権を有する二以上の　

出資者の議決権を有する場合であって、これらの議決権の比率の全部又は一部が100分の

10未満であるもののこれらの議決権の比率を出資者ごとに乗じその結果を合算した比率　 が100分の10以上となる場合は、100分の10未満であっても記載すること。

（５）「当該外国人等が申請者に対し間接に占める議決権の比率」の欄について

・ 当該出資者の申請者に対する総議決権に対する比率と外国人等が当該出資者に占める議決権　の比率を乗じて計算した比率を記載すること。

ア  一の外国人等が当該出資者に対し100分の50を超える議決権を有する場合は、当該出資   者の総議決権に対する比率を記載すること。

イ  当該出資者に二以上の外国人等が議決権を有する場合は、それぞれの外国人等が当該出 

資者に占める議決権の比率を合算し、総議決権に対する比率を乗じて計算した比率を記　載すること。ただし、当該一の外国人等が100分の50を超える議決権を有する場合は、当該出資者の総議決権に対する比率を記載すること。

（６）「備考」の欄について

・ 様式アの記載方法（５）ア、イ、エに準じて記載すること。また、施行規則第6条の3の

2第3項、第4項及び第5項の規定に該当する場合は、その旨を記載すること。

青字箇所は消去して提出してください。









